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	１．組織の変更
	（１）変更の内容
	本資産運用会社は、上場リートである大和証券リビング投資法人（ＤＬＩ）及び大和証券オフィス投資法人（ＤＯＩ）、私募リートである大和証券レジデンシャル・プライベート投資法人（ＤＲＰ）、大和証券ホテル・プライベート投資法人（ＤＨＰ）及び大和証券ロジスティクス・プライベート投資法人（ＤＬＰ）の5つの投資法人から資産運用業務を受託しており、従前は、資産の運用に係る機能をＤＬＩ運用部、ＤＯＩ運用部及び資産運用部（各私募リートの業務を担当）が担う一方、各投資法人における資産の取得及び処分に係る機能は投...
	今般、本投資法人を含む投資法人の資産運用業務における資産運用力及びガバナンスの強化を目的として、投資企画部を廃止し、ＤＬＩ運用部をＤＬＩ投資運用部へ、ＤＯＩ運用部をＤＯＩ投資運用部へ、資産運用部を私募ＲＥＩＴ投資運用部へそれぞれ改称した上で、各投資法人における資産の取得・処分に係る機能を投資企画部から各投資運用部へ移管することで、資産の取得・処分及び運用に係る機能を同一の部署に一元化し、各ファンド業務の独立性が確保しやすい体制に変更することと致しました。
	本投資法人の資産運用業務の関係では、投資企画部ＤＬＩ投資チームが担当していた業務をＤＬＩ投資運用部ＤＬＩ投資チームが担当し、ＤＬＩ運用部ＡＭチームが担当していた業務をＤＬＩ投資運用部ＤＬＩ運用チームが担当し、ＤＬＩ運用部ポートフォリオ・システムチームが担当していた業務をＤＬＩ投資運用部ＤＬＩポートフォリオ・システムチームが担当することになりますが、ＤＬＩ投資運用部ＤＬＩ投資チーム、同ＤＬＩ運用チーム及び同ＤＬＩポートフォリオ・システムチームの具体的な業務分掌には変更ありません（従前の投資企画部ＤＬ...
	また、本資産運用会社が運用する投資法人の外部成長機会の確保を目的として、スポンサーサポートを活用したブリッジ案件の検討機会が増加していることを踏まえ、上記組織変更にあわせて本資産運用会社の社内規程である利益相反対策ルールを変更いたします。従前、利益相反対策ルールに定める利害関係者から物件を取得する場合の取得価格は鑑定評価額の100％を上限としておりましたが、特にブリッジ機能を果たす売主候補からの継続的な協力が期待できるブリッジ案件では投資法人において一定の範囲でブリッジコストを負担することが合理的...
	（２）変更日
	2020年10月1日
	※ 現行及び変更後の組織図については、別紙をご参照ください。
	２．役職の変更に伴う重要な使用人の退任（2020 年10月1日付）
	３．重要な使用人の役職の変更（2020 年10月1日付）
	【別紙】
	＜現行の組織図＞
	（変更箇所は下線部）
	＜変更後の組織図＞
	（変更箇所は下線部）

